
 
 

 

●所得税の特別控除 

個人が、平成２６年４月１日から令和７年１２月３１日までの間に、駒ヶ根市において 

昭和５６年５月３１日以前に建築された住宅で、「駒ヶ根市木造住宅等耐震診断事業」

による耐震改修を行った場合、耐震改修に要した費用の１０％相当額（上限２５万円）

を所得税額から控除することができます。 

 

（１）主な要件は、以下の通りです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（２) 税額控除を受けるためには、工事を担当した建築士等が発行する証明書等を添付

して、税務署に確定申告を行うことが必要です。 

○証明書の発行は、以下の要件に該当する方に発行を依頼して下さい。 

①登録された建築士事務所に属する建築士 

②指定確認検査機関 

③登録住宅性能評価機関 

④住宅瑕疵担保責任保険法人 

   

 
 

 

耐震改修促進税制について 

＜提出に必要な書類＞ 

①確定申告書 

②住宅耐震改修特別控除額・住宅特定改修特別税額控除額の計算明細書 

③増改築等工事証明書 

④住宅の登記事項証明書 

（住宅が昭和５６年５月３１日以前に建築されたものであることを明らか 

にする書類） 

⑤確定申告書に記載したマイナンバー（個人番号）の本人確認書類（マイ 

ナンバーカード（個人番号カード）の写しなど） 

詳しくは、各税務署へお問合せください。 

＜既存住宅の要件＞ 

①申請者の居住の用に供する住宅であること 

②昭和５６年５月３１日以前の耐震基準により着工された住宅で、現行の耐

震基準に適合していないものであること 

＜耐震改修の要件＞ 

③現行の耐震基準に適合させるための耐震改修であること 



●固定資産税の減額措置 

昭和５７年１月１日以前から所在していた住宅について、一定の耐震改修を行った

場合には、その住宅に係る固定資産税額（１２０㎡相当部分まで）の税額を以下のとお

り減額します。 

耐震改修工事の完了時期 減額措置の内容 

平成１８年１月１日～平成２１年１２月３１日 ３年間 
左記の期間、 

固定資産税額を 

２分の１に減額 

平成２２年１月１日～平成２４年１２月３１日 ２年間 

平成２５年１月１日～令和８年３月３１日 １年間 

 

（１）主な要件は、以下の通りです。 
 

 
 

 

（２）減額措置を受けるためには、耐震改修工事完了後３ヶ月以内に、工事を担当した建 

築士等が発行する証明書へ必要書類を添付して、駒ヶ根市税務課に申告を行うこと 

が必要です。 ※必要書類は、工事前に市に確認しておきましょう。 

○証明書の発行は、以下の要件に該当する方に発行を依頼して下さい。 

①登録された建築士事務所に属する建築士 

②指定確認検査機関 

③登録住宅性能評価機関 

④住宅瑕疵担保責任保険法人 
 

○建築士が証明する場合の添付書類 

①申請者が負担した耐震改修費用の額が確認できる書類（耐震改修工事に係る費用の見積書、領収書） 

②建築士の資格を有する者の確認を証するもの 

 

 
 

＜既存住宅の要件＞ 

①昭和５７年１月１日以前から所在する住宅であること 

＜耐震改修の要件＞ 

②現行の耐震基準に適合する耐震改修であること 

③耐震改修に係る工事費用が５０万円（税込）を超えること 

＜提出に必要な書類＞ 

①申告書（耐震基準適合住宅に該当する家屋に対する固定資産税減額規定 

の適用申告書） 

②増改築等工事証明書 



増改築等工事証明書 

 

証明書の発行 

増改築等工事証明書 
 

※確定申告時に証明書

を添付してください 
３. 提出 

１．依頼 

２. 受取 

 
 

 

 
○ 耐震改修工事完了後、「増改築等工事証明書」の発行を建築士等に依頼していただき、

発行された証明書を確定申告時に税務署へ申告することにより、所得税額の特別控除

を受けることができます。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

●所得税額の特別控除 

 

耐 震 改 修 促 進 税 制 の 申 請 手 続 き フ ロ ー 

 
工事監理を行った

建築士等 

 

申請者 

 

税務署 

※基本的には現場を熟知

している建築士へ証明を

依頼して下さい 



増改築等工事証明書 

 

証明書の発行 

増改築等工事証明書 
 

※減額適用申告書に添

付してください 
３. 提出 

１．依頼 

２. 受取 

 
 

○ 耐震改修工事完了後、「増改築等工事証明書」の発行を建築士等に依頼していただき、

発行された証明書を「固定資産税減額規定の適用申告書」へ添付して、工事が完了し

た日から３ヶ月以内に市役所税務課へ申告することにより、固定資産税の減免を受け

ることができます。 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 
 

 

●固定資産税額の特別控除 

≪お問い合わせ先≫ 

駒ヶ根市役所 電話 0265-83-2111（代） 

○耐震事業・証明書に関すること  都市計画課 景観建築係 内線 524 

○所得税の特別控除に関すること  税務課   市民税係  内線 273～275 

○固定資産税の減額に関すること  税務課   資産税係  内線 276～278 

 
工事監理を行った

建築士等 

 

申請者 

 

駒ヶ根市役所 

税務課 資産税係 

※基本的には現場を熟知

している建築士へ証明を

依頼して下さい 


